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2024年 7月 31日、マレーシア上院が 2024年個人データ保護法改正法案を可決しました。施行日は現時点
では未定ですが、改正法案に基づくガイドライン等の準備も進んでいるようであり、現行の 2010 年個人
データ保護法（PDPA）が改正されることおよびその改正内容は既に確定していることになります。 
 
東南アジア地域では近年 EU の GDPR に影響を受けた個人情報保護法の制定や改正が続いていますが、今回
のマレーシアの PDPA 改正も「データ利用者」という定義語を GDPR に合わせて「データ管理者」と変更す
る等、その流れを受けたものであり、個人情報保護のレベルをグローバル水準に引き上げるための規制強化
を目的としています。主な改正点は下記表に記載したとおりですが、マレーシアに事業展開している日系企
業については、特に下記 3から 5の改正が重要であり、DPOの選任および域外移転規制を遵守するための措
置の見直しについては、多くの企業において施行日までに実施することが必要となります。当事務所は多数
の日系企業のマレーシア PDPA 遵守をサポートさせていただいておりますので、PDPA や今回の改正につい
てご不明点やご質問等があればいつでもご連絡下さい。 
 
 
 論 点 改正前 改正後 
1. 個人データ保護 7 原則に違反し

た場合の罰則 
現在、個人データ保護 7 原則に
違反した場合の罰則は、最高
30万リンギットの罰金または 2
年以下の懲役となっている。 

個人データ保護 7 原則に違反し
た場合の罰則は、最高100万リ
ンギット（約 3300 万円）の罰
金または 3 年以下の懲役となっ
ており、罰則が強化されてい
る。 

2. データ処理者の安全管理義務 現状では、PDPA はデータ管理
者にのみ安全管理義務を課して
おり、データ処理者には課して
いない（データ処理者は独立し
て罰則の対象とならない）。 

改正後は、データ処理者につい
ても、紛失、誤用、改変、不正
アクセス、改ざん、破壊から個
人データを保護するための措置
を講じることが直接義務付けら
れる。データ処理者がこのよう
な措置を怠った場合、当該デー
タ処理者についても独立して罰
則の対象となる。 

3. データ漏洩等の通知義務 規定なし データ管理者は、個人データ漏
洩等が発生したと信じるに足る
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理由がある場合、可能な限り速
やかに個人データ保護委員会
（PDPC）に通知することが義
務付けられている。当該義務に
違反した場合、25 万リンギッ
ト（約830万円）以下の罰金ま
たは 2 年以下の懲役が科され
る。 
さらに、個人データ漏洩等が
データ主体に重大な損害を与え
る場合または与える可能性があ
る場合、データ管理者は遅滞な
く PDPC の定める方法および形
式でデータ主体に個人データ漏
洩等を通知する必要がある。 

4. データ保護責任者の選任義務 規定なし すべてのデータ管理者および
データ処理者は、少なくとも 1
名のデータ保護責任者を任命す
る義務を負う。当該データ保護
責任者はデータ管理者および
データ処理者による PDPA の遵
守について説明責任を負う。 

5. 越境移転規制の変更 PDPA では、一定の要件を満た
す場合を除き、個人データをマ
レーシア国外に移転することが
禁止されている。移転国が大臣
の認定によってホワイトリスト
に掲載された場合は当該要件を
満たさずとも移転可能だとされ
ていたが、これまでにホワイト
リストに掲載された国は存在し
ない。 

改正法は、このようなホワイト
リスト要件を削除した上で、既
存の要件に加えて、以下のいず
れかの要件を満たすことでも個
人データを越境移転できる旨規
定している。 
(a) 移転先において PDPAと実

質的に類似した法律が施行
されている場合 

(b) 移転先が個人情報の処理に
関して PDPAに基づく保護
水準と同等の適切な保護水
準を確保している場合 

6. データポータビリティ権の導入 規定なし データ主体は、データ管理者に
通知することにより、データ主
体の個人データをデータ主体自
身が選択した別のデータ管理者
に直接送信するよう、データ管
理者に要求する権利を有する
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（データポータビリティ権）。 
データ管理者は、データ主体に
対し、上記権利を有することを
通知する必要がある。 
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